
特定工程及び特定工程後の工程について 

平成１２年４月１日 

告示第３５号 

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第７条の３第１項第２号及び

第６項の規定により特定工程及び特定工程後の工程を指定するので、建築基準法施行規則（昭和

２５年建設省令第４０号）第４条の１１の規定により、次のとおり告示する。 

１ 中間検査を行う区域 

大津市全域 

２ 中間検査を行う期間 

平成１２年７月１日から令和９年３月３１日まで 

３ 中間検査を行う建築物の構造、用途又は規模 

建築しようとする部分が次のいずれかに該当する建築物を対象とする。 

(1) １戸建ての専用住宅、兼用住宅、併用住宅又は長屋住宅で、階数が２以上のもの又は延べ

面積が５０平方メートルを超えるもの 

(2) 主要構造部を木造とした建築物で地上の階数が３以上の建築物（主要構造部の一部に木造

以外の構造を併用する建築物を含む。） 

(3) 下宿、共同住宅又は寄宿舎の用途に供する建築物で、階数が２以上のもの又はその用途に

供する部分の延べ面積が５０平方メートルを超えるもの 

(4) 法別表第１（一）項（い）欄、（二）項（い）欄、（三）項（い）欄又は（四）項（い）

欄に掲げる用途に供する建築物（下宿、共同住宅及び寄宿舎の用途に供する建築物を除く。）

で、３階以上の階をその用途に供するもの又はその用途に供する部分の延べ面積が３００平

方メートルを超えるもの 

４ 指定する特定工程及び特定工程後の工程 

次の表の左欄に掲げる建築物の構造の区分に応じ、それぞれ同表の中欄に掲げる工程を特定

工程とし、それぞれ同表の右欄に掲げる工程を特定工程後の工程とする。 

建築物の構造 特定工程 特定工程後の工程 

木造 土台、柱、梁及び筋かい（以

下この表において「木造の

軸組」という。）を金物等

木造の軸組を覆う床、壁又

は天井を設ける工事の工程

（枠組壁工法による場合、



により接合する工事の工程

（枠組壁工法（平成13年国

土交通省告示第1540号に定

める工法をいう。以下この

表において同じ。）による

場合にあっては、壁を設置

する工事の工程） 

枠組を覆う屋内側の壁又は

天井を設ける工事の工程） 

鉄骨造 地階を除く階数が1のもの 鉄骨の軸組を溶接し、又は

ボルト等により接合する工

事（建て方）の工程 

鉄骨の軸組の相互の溶接部

分又はボルト等の接合部分

を覆う工事の工程 

上記以外のもの 2階の床版の取付け又は床

版の配筋工事の工程 

壁の外装工事、内装工事及

び床版の配筋をコンクリー

トその他これに類するもの

で覆う工事の工程 

鉄筋コンクリート造 

鉄骨鉄筋コンクリート造 

プレキャスト鉄筋コンクリート造 

補強コンクリートブロック造 

組積造 

ア 基礎及び地中梁の配筋

工事の工程 

イ 2階の床及びこれを支

持する梁の配筋工事の工

程（地階を除く階数が2以

上のものに限る。） 

特定工程に係る部分の配筋

をコンクリートその他これ

に類するもので覆う工事の

工程 

混構造 主たる構造の工程に準ず

る。 

主たる構造の工程に準ず

る。 

備考 

建築物の規模、敷地又は周辺の状況により段階的に工事を行う場合にあっては、その段階的

に行う工事ごとに工程を完了する範囲を中間検査の対象とする。 

５ 適用除外 

次に掲げる建築物については、この告示は適用しない。 

(1) 法第８５条の適用を受ける建築物 

(2) 丸太組構法（平成１４年国土交通省告示第４１１号に定める構法をいう。）による建築物 

(3) 法第６８条の１１第１項又は第６８条の２２第１項の規定により型式部材等の製造者又



は外国製造者として認証を受けた者による当該認証に係る建築物 

(4) 移転する建築物 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成１２年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示は、平成１２年７月１日以後に法第６条第１項の規定により確認の申請書を提出す

る建築物及び法第６条の２第１項の規定による確認を受けるための書類を提出する建築物で、

第２項に掲げる期間内に第４項に規定する特定工程に係る工事を完了するものについて適用す

る。 

（志賀町の区域の編入に伴う経過措置） 

３ この告示の規定にかかわらず、志賀町の区域の編入の日前に法第６条第１項の規定により確

認の申請書を提出した建築物及び法第６条の２第１項の規定による確認を受けるための書類を

提出した建築物で、同日前の同町の区域内において建築するものに係る中間検査については、

中間検査の対象および特定工程の指定（平成１５年滋賀県告示第４１号）の例による。 

附 則（平成１７年２月１５日告示第１８号） 

１ この告示は、平成１７年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第３項及び第４項の規定は、平成１７年４月１日以後に建築基準法（昭和２５年法

律第２０１号）第６条第１項の規定により確認の申請書を提出する建築物及び同法第６条の２

第１項の規定による確認を受けるための書類を提出する建築物について適用し、同日前に同法

第６条第１項の規定により確認の申請書を提出した建築物及び同法第６条の２第１項の規定に

よる確認を受けるための書類を提出した建築物については、なお従前の例による。 

附 則（平成１８年３月１日告示第２３号） 

この告示は、平成１８年３月１日から施行する。ただし、附則に１項を加える改正規定は、同

月２０日から施行する。 

附 則（平成１９年５月１５日告示第７８号） 

１ この告示は、平成１９年６月２０日から施行する。 

２ 改正後の第３項から第５項までの規定は、平成１９年６月２０日以後に建築基準法（昭和２

５年法律第２０１号）第６条第１項の規定により確認の申請書を提出する建築物、同法第６条

の２第１項の規定による確認を受けるための書類を提出する建築物及び同法第１８条第２項の



規定による計画の通知書を提出する建築物について適用し、同日前に同法第６条第１項の規定

により確認の申請書を提出した建築物及び同法第６条の２第１項の規定による確認を受けるた

めの書類を提出した建築物については、なお従前の例による。 

附 則（平成２４年２月１５日告示第３７号） 

１ この告示は、平成２４年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第５項の規定は、平成２４年４月１日以後に建築基準法（昭和２５年法律第２０１

号）第６条第１項の規定により確認の申請書を提出する建築物、同法第６条の２第１項の規定

による確認を受けるための書類を提出する建築物及び同法第１８条第２項の規定による計画の

通知書を提出する建築物について適用し、同日前に同法第６条第１項の規定により確認の申請

書を提出した建築物、同法第６条の２第１項の規定による確認を受けるための書類を提出した

建築物及び同法第１８条第２項の規定による計画の通知書を提出した建築物については、なお

従前の例による。 

附 則（平成２７年６月１日告示第１４７号） 

この告示は、平成２７年６月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月１日告示第４５号） 

この告示は、平成２８年３月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月１日告示第５９号） 

この告示は、令和４年３月１日から施行する。 

付 則（令和７年１２月２７日告示第３０４号） 

１ この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

２ この告示による改正後の平成１２年大津市告示第３５号（以下「新指定告示」という。）第３

項および第４項の規定は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項もしくは第

６条の２第１項の規定による確認に係る建築物または同法第１８条第２項もしくは第４項の規

定による通知に係る建築物（以下これらを「確認等対象建築物」という。）で、この告示の施

行の日以降に工事に着手し、平成１２年大津市告示第３５号（以下「指定告示」という。）第２

項に掲げる期間内に新指定告示第４項に規定する特定工程に係る工事を完了するものについて

適用し、確認等対象建築物で、同日前に工事に着手し、指定告示第２項に掲げる期間内にこの

告示による改正前の指定告示第４項に規定する特定工程に係る工事を完了するものについては、

なお従前の例による。 


